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平成２６年（行ウ）第５２１号 法人文書不開示処分取消請求事件      

原  告  レペタ・ローレンス 

被  告  独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

 

原告準備書面  (１) 

２０１５年 １月 ３０日 

 東京地方裁判所民事第３８部Ｂ１係  御中 

 

原告訴訟代理人 弁護士  古  本   晴  英  

 

同        弁護士  柳 原  敏 夫 

 

                     同       弁護士  神  山   美 智 子 

 

同       弁護士  船  江   理  佳 
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本書面では、原告が取消を求める全部不開示決定の対象である文書のうち被告職

員の川田元滋氏（以下、川田氏という）と被告職員の大島正弘氏（以下、大島氏と

いう）がそれぞれ作成した実験ノート（両者を総称して本件実験ノートという）に

ついて、第１に本件実験ノートが物理的に存在すること、第２に本件実験ノートが

組織共用性の要件を満たし、組織共用文書であること、第３に本件実験ノートが不

開示事由に該当しないことを主張する。本件決定（甲２）の法人文書３に掲げる文

書が不開示事由に該当しないことについては、整理の都合上、本書面とは別に主張

する。 
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第１、はじめに――なぜ本裁判（第二次実験ノート裁判）が提訴されたか―― 

１、第一次実験ノート裁判と本裁判（第二次実験ノート裁判）との関係 

原告は、２００７年１２月１３日、被告に対し、被告が行ったディフェンシン遺

伝子を導入した遺伝子組み換え稲の開発及び栽培の研究プロジェクト（以下、本研

究プロジェクトという）に関連して実施されたすべての実験で作成された実験ノー

ト（「実験ノート」とは実験ノート、或いは実験野帳、フィールドノート、実験記録、

実験日誌、研究ノート、ラボノート、ラボラトリー記録、業務日誌、実験ファイル、

実験ホルダーなどその他名称のいかんを問わず実験の生データ（raw data）を記録

したすべての書類〔アナログデータ及びデジタルデータ〕のことをいう）その他実

験の生データが記録された文書の開示を請求し（甲３。以下、第一次開示請求とい

う）、２００８年２月１２日、被告は不開示処分等（甲４）をおこなった。原告はこ

れを不服とし、被告の全部不開示処分の取消を求めて第一次実験ノート裁判を提訴

した（事件番号平成２４年（行ワ）第３６９号）。 

しかし裁判所は、不当にも、本研究プロジェクトのうち一部（遺伝子組み換え稲

の「栽培」そのもの）の実験についてしか審理の対象にしなかった。 

そこで、原告は改めて、２０１３年１０月８日、被告に対し、甲１の開示請求書

記載の通り、本研究プロジェクトに関連して実施された実験のうち第一次実験ノー

ト裁判で審理の対象とされた「栽培」実験以外のすべての実験、すなわち遺伝子組

み換え稲の「開発」に関連して実施されたすべての実験で作成された実験ノートそ

の他実験の生データが記録された文書の開示を請求し（以下、第二次開示請求とい

う）、同年１２月６日、被告は本件処分（甲２）をおこなった。原告はこれを不服と

し、本件処分のうち全部不開示処分の取消を求めて本訴を提起したものである。そ

の意味で、本裁判を第二次実験ノート裁判と呼ぶ。 

 

 ２、本裁判にとって第一次実験ノート裁判で明らかにされた事実関係の意義 
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 従って、第一次実験ノート裁判と第二次実験ノート裁判で審理の対象になってい

るのは、前者は本研究プロジェクトのうち「栽培」実験に関するものであり、後者

は本研究プロジェクトのうち「開発」に関連する実験に関するものである。その意

味で、第一次実験ノート裁判と第二次実験ノート裁判で取り上げられる実験ノート

に対する被告の取り扱いは基本的に同一である。従って、第一次実験ノート裁判の

中で明らかにされた実験ノートに対する被告の取り扱いは、本裁判（第二次実験ノ

ート裁判）でこれから問題となる実験ノートに対する被告の取り扱いの事実認定の

基礎にすることができる。 

 

第２、第二次開示請求で原告が求めた法人文書の範囲について 

１、「全部不開示とされた部分」の意味 

 第二次実験ノート裁判で原告が求める本件処分の取消しの範囲はどこまでか。こ

の点、原告は、訴状で「本件処分のうち全部不開示とされた部分についての取消し

を求め」ると主張した（３頁）。 

 問題は、「本件処分のうち全部不開示とされた部分についての取消し」の「全部不

開示とされた部分」とは何を意味するかである。 

 ２０１３年１０月８日の原告の法人文書開示請求（甲１）に対し、被告は次の３

つのジャンルに分類し文書を特定して、本件処分を下した（甲２）。 

法人文書１：全部開示 

法人文書２：部分開示 

法人文書３：全部不開示 

  

ちなみに、原告が開示請求で求めた文書を全体集合として、これに対する被告の

決定で示された法人文書１から３まで３つのジャンルを部分集合として図示すると、

次の通りである。 
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図１【原告が開示請求（甲１）で求めた法人文書とこれに対する被告の決定（甲２）】 

 

 

 

 

 

２、「法人文書３の全部不開示処分」の意味 

問題は、法人文書３の全部不開示という処分が何を意味するかである。それを明

らかにしているのが、全部不開示処分について定めた独立行政法人等の保有する情

報の公開に関する法律（以下、法という）９条２項である。 

同項は、「独立行政法人等は、開示請求に係る法人文書の全部を開示しないとき

（前条の規定により開示請求を拒否するとき及び開示請求に係る法人文書を保有し

ていないときを含む。）は、開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨

を書面により通知しなければならない。」と定める（アンダーラインは原告代理人に

よる）。 

すなわち、全部不開示処分には独立行政法人が「開示請求に係る法人文書を保有し

ていないとき」も含む。そして、この「保有していない」とは、(1)物理的に不存在

の場合と(2)物理的に存在するが法人文書性がない場合の２つがある（詳解「情報公

開法」９９頁③参照）。 

従って、本件の全部不開示決定には、少なくとも次の２つの場合が含まれる。 

Ａ．本件決定（甲２）の法人文書３に掲げる文書について、その全部に不開示情報

が記録されている場合（以下、法人文書３①という） 

Ｂ．原告が開示請求（甲１）で求めた法人文書から被告の本件決定（甲２）で特定

された文書（法人文書１から法人文書３の中で列記された文書）を除いた文書（以

法人文書１ 

 

全部開示 

法人文書２ 

 

部分開示 

 

法人文書３ 

 

全部不開示 
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下、法人文書３②という）について、被告が保有していない場合（(1)物理的に不存

在の場合および(2)物理的に存在するが法人文書性がない場合） 

これを図１を使って図示すると、次の通りである（黄色の部分がＢ）。 

図２  

 

 

 

 

 

すなわち、訴状の「本件処分のうち全部不開示とされた部分についての取消し」

の「全部不開示とされた部分」とは少なくとも次の２つの場合を意味する。 

Ａ．法人文書３①（本件決定〔甲２〕で法人文書３に掲げる文書）について、その

全部に不開示情報が記録されている場合 

Ｂ．法人文書３②について、被告が保有していない場合（これには(1)物理的に不存

在の場合と(2)物理的に存在するが法人文書性がない場合の２つがある） 

従って、「本件処分のうち全部不開示とされた部分についての取消し」とは、以上

の２つの場合の全部不開示決定を取り消す、という意味である。 

 

そこで、原告は以下において、法人文書３②のうち、さしあたり、本研究プロジ

ェクトの「開発」に関する実験で川田氏が作成した実験ノート（以下、法人文書３

②ａまたは川田実験ノートという）及び本研究プロジェクトの「開発」に関連して、

新規プロモーターの開発に関する実験で大島氏が作成した実験ノート（以下、法人

文書３②ｂまたは大島実験ノートという。前文で述べた通り、両者を総称して本件

実験ノートという）について、第１に本件実験ノートが物理的に存在すること、第

２に本件実験ノートが組織共用性の要件を満たし、組織共用文書であることを主

法人文書１ 

 

全部開示 

法人文書２ 

 

部分開示 

 

法人文書３ 

   ３② 

     全部不開示 

 

３①
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張・立証する。 

なお、言うまでもなく川田氏も大島氏もこれらの実験を常に単独でやった訳では

なく、２人の実験に共同研究者が参加し、彼らも実験ノートを作成している（大島

氏は自身と共同研究のスタッフがいずれも実験ノートを作成したことを認めている

〔第一次実験ノート裁判被告準備書面(４)３頁オ〕）。そこで、末尾の求釈明に対す

る被告の回答により共同研究者の氏名が判明次第、これらの実験ノートについても、

本件実験ノートと同様の主張・立証を追加する予定である。 

 

第３、法人文書３①ａ（川田実験ノート）の物理的存在 

１、 遺伝子組換え作物の開発において実験ノートの作成が不可欠であること（一般

論） 

一般論として、遺伝子組換え作物の開発の中で実施される実験において、実験ノ

ートの作成が不可欠であることは研究者なら誰も異論がない（木暮一啓東京大学教

授〔以下、木暮教授という〕作成の甲６木暮意見書）。被告側の研究者ですらこれを

認めている（甲８。補充理由説明書(２)添付資料の東北大教授の陳述書も「実験ノ

ートの作成が不可欠であること」を暗黙の大前提にして、その使用態様、あり方等

を論じている）。むろん被告も、第一次実験ノート裁判で、遺伝子組換え作物の開発

で実施する実験において、生データを記録する実験ノートの作成の必要性を否定し

たことは一度もない。 

しかし驚くことに、川田氏は、彼の陳述書（甲１４）で、「周囲の各研究者の実

験ノートの扱いについては、・・・各研究者が実験ノートを作成していたのか否

か、・・・という点についてはよく分かりません。」と述べている（甲１４川田陳述

書４頁２行目以下）。 

これに対し、木暮教授は、「意味が分かりません」、なぜなら、「実験ノートは研

究者にとっていわば生命線であり、それを持たない研究者はいません。40年近く研
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究生活を送ってきた私は今までに実験ノートを作成しない研究者に会ったことはあ

りません」からと驚きを隠さない（甲７木暮意見書（２）５頁３）。ましてや、川田

氏は、共同研究スタッフに実験データを報告させていたのであり、その研究スタッ

フは自分が作成した実験ノートに記録した実験データに基づいて彼に報告したとし

か考えられない。それは当の川田自身氏も百も承知である。およそ研究者として考

えられない上記内容を陳述する川田氏の脳裏にあったのは、ひたすら共同研究者の

実験ノートが公開されないことを願う思いだけである。 

 

２、本遺伝子組換えイネの開発において実験ノートの作成が不可欠であること（具

体論） 

従って、遺伝子組換え作物の開発の具体例である、本研究プロジェクトの「開発」

に関連して実施されたすべての実験（ディフェンシン遺伝子を導入した組換えイネ

の要素技術〔緑色組織特異的発現プロモーター、キャベツ・ディフェンシン遺伝子、

コマツナ・ディフェンシン遺伝子及びカラシナ・ディフェンシン遺伝子など〕の開

発に関する実験も含む）において、その都度 実験ノートが作成されたことも言うま

でもない。 

 

３、川田実験ノートの物理的存在 

(1)、本研究プロジェクトの「開発」に関連して実施された実験 

では、本研究プロジェクトの「開発」に関連してどのような実験が実施されたか。

被告も第一次実験ノート裁判の準備書面（２）２頁で本研究プロジェクトで作成さ

れたことを認める以下の３つの書面、つまり特許出願書類（甲９・同１０）・論文（甲

１１）の中で、その一部が明らかにされている。 

すなわち、以下の著者による書面の記載から、本研究プロジェクトの「開発」に

関連してで少なくとも以下の表に記載の実験が実施されたことが認められる。 
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書面・論文 実験の概要 著者（筆者） 
実験成績証明
書（甲９） 

本願発明のタンパク質を作り出す遺伝子を組み込ん
だ遺伝子組換えイネがいもち病菌などの病原菌にど
れくらい強いかを実験。 

川田氏 

実験成績証明
書（甲１０） 

実験１：本願発明のキャベツから取り出したディフェ
ンシンタンパク質とダイコンから取り出したディフ
ェンシンタンパク質のアミノ酸配列をい比較し、病原
菌にどれくらい強いかを実験。 
実験２：様々な種から取り出したディフェンシンタン
パク質のアミノ酸配列をい比較し、いもち病菌にどれ
くらい強いかを実験。 

同上 

筆者らは、各種アブラナ科野菜におけるディフェンシ
ン遺伝子の存在を確認し、その遺伝子群を単離するた
めに、キャベツ､コマツナ、ノザワナ、ハクサイ、カ
ブ、カラシナ、ワサビダイコンおよびナタネの合計８
種類のアブラナ科野菜を供試1してディフェンシン遺
伝子を単離した。（２３０頁右段１３～１９行目） 

川田氏ほか
２名  

筆者らは、酵母でのディフェンシンの発現系ととも
に、大腸菌での発現系の確立を目指して条件検討を行
ない、大腸菌の培養温度の調節など条件の最適化によ
って、活性あるディフェンシン蛋白質を精製・回収す
る方法を確立した（図１）。（２３０頁右段下から３行
目～２３１頁左段２行目） 

同上 

次に、カラシナ由来のディフェンシンを用いて、イネ
の主要病害の原因菌であるいもち病菌（‥‥）に対す
る抗菌活性を調べてみた・（２３１頁左段３～５行目） 

同上 

さらに同様の手法を用いて、イネの主要病害の原因菌
の一つである紋枯病菌（‥‥）に対してもディフェン
シンの抗菌活性を測定した（２３１頁右段１～４行
目） 

同上 

論文「抗菌蛋
白質ディフェ
ンシンの多様
な機能特性」
（甲１１） 

筆者らは、植物型ディフェンシンの抗菌活性の増強に
関わることが示唆されている４箇所のアミノ酸配列
に注目し、１～４個所のアミノ酸置換を組合わせて合
計１５種類の改変ディフェンシン遺伝子を作製し、い
もち病菌に対する増殖抑制効果を調べた（２３２頁右
段２４～２８行目） 

同上 

                                                 
1 性能を調べるために実験や試験などに提供すること。また、その物。（デジタル大辞泉） 
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筆者らは、いもち病菌や紋枯病菌といったイネの複数
の重要病害の原因菌に対する増殖抑制効果を示すこ
とをin vitro の抗菌活性試験によって明らかにすると
ともに、カラシナ由来のディフェンシン遺伝子を導入
した組換えイネを作出し、複合病害抵抗性検定を実施
した（２３３頁左段１２～１６行目）。 

同上  

筆者らは現在、ディフェンシン、抗生物質および農薬
の有効成分を用いて耐性菌の出現頻度の比較解析研
究を進めている。（２３３頁左段下から１０～８行
目）。 

同上 

 

(2)、上記実験の実験ノートの作成者 

では、以上の各実験において、誰が実験の生データを記録する実験ノートを作成

したか。それは言うまでもなく、実験の主体（実験を実施した者）である。では、

上記の各実験を実施した者は誰か。それは上記の各実験結果をまとめた上記３つの

書面の著者(筆者)の中に表示されている。 

具体的には、上記表からも明らかな通り、川田氏その人である。甲９・同１０の

実験成績証明書（そこには「実験者」として川田氏しか記載されていない）は言う

までもなく、論文（甲１１）も、そこに表示された川田氏のあとに続く２人の筆者

は、川田氏の研究を管理する上司（研究推進責任者など。甲１２の２枚目の表を参

照）であり、彼らが実験を実施しなかったのは明らかだからである。 

尤も、第一次実験ノート裁判において、被告は、川田氏が本研究プロジェクトの

「栽培」実験において実験ノートを作成していないと主張した。川田氏の専門が植

物の「栽培」でないことを考慮すれば、一人で切り盛りしていた本研究プロジェク

トの初期の段階は別にして、その後、「栽培」の専門家の協力を得たのちは「栽培」

実験の実験ノートを川田氏が作成しなくなった可能性がある。しかし、こと本研究

プロジェクトの「開発」の実験については、遺伝子組み換え作物の「開発」を専門

とする川田氏にとって本領発揮の場であり、少なくとも、実験をまとめた書面の著

者として（管理職以外は）川田氏しか表記されていない上記３つの書面に記載され
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た実験については、川田氏以外に実験ノートを作成した者は考えられない。 

 

第４、法人文書３①ａ（川田実験ノート）が「組織共用文書」であること 

１、 はじめに――第一次請求の経緯―― 

 ところで、被告は、当初、第一次開示請求に対する被告の決定（甲４）において、

実験ノートが「法人文書」であることを認めていた。その上で、不開示理由として

法５条４号ホ及び同号ニに該当するとして全部不開示決定を出したのである。それ

が、原告の異議申立後、理由説明書提出の段階になって突然態度を変更し、実験ノ

ートは「法人文書」に該当しないと言い出した。しかし、被告は第一次開示請求に

対して決定期間の延長をしたうえで上記決定を出したのであり、十分な時間をかけ

慎重に検討した末の判断だった。 

なぜ被告はこのような不可解な態度変更に出たのか。その最大の理由は、原告の

異議申立後、理由説明書提出の段階に至って被告はようやく「本研究プロジェクト

で作成された実験ノートが不開示事由に該当しない」という主張は通用しないと悟

ったからであり、そこで実験ノートの不開示という既定方針を堅持するために、前

段階の「法人文書」該当性で争うしかないと腹を括り、なりふり構わぬ態度変更に

出たのである。 

 

２、 何が実験ノートの本質的特徴か（一般論） 

(1)、実験ノートの本質部分 

昨年、日本中を騒がせた「STAP細胞」の論文不正問題でも、また山中伸弥京都

大学教授（以下、山中教授という）の１４年前の論文の疑惑問題でも、実験ノート

が大きな話題となったが、その理由は別に研究者のアイデアや意見がそこに書かれ

ていたからではない。論文で取り上げた実験の結果を示す生データや実験のやり方

（実験条件）という客観的な事実がそこに記録されているからである（甲６木暮意
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見書３頁第３、３参照）。 

 すなわち、実験ノートとは《自分のやった実験の方法と結果を保存しておく記録》

（甲２５「アット・ザ・ベンチ―バイオ研究完全指南 アップデート版」。９３頁）

であり、《研究室が火事になったら、まっさきにつかむ》くらい重要なものである。

その理由は、研究において《実験の生データより大切なものはありません》という

指摘の通り、実験ノートには実験の生データが書かれているからである。従って、

たとえ研究室が火事で焼けて論文や実験装置が焼け落ちても、実験《ノートがあれ

ば（再び）論文が書けるし、（再び）実験計画が立てられるし、その実験結果をもと

にいろいろ組みたてていけるからです〉（同上。但し、括弧内は原告代理人の注）。 

 そもそもこの種の論文不正問題は枚挙に暇がない。２００２年に発覚し世界中を

震撼させたベル研究所の論文捏造事件を取材し「至上空前の論文捏造」の番組を制

作したＮＨＫのディレクターは、その後、日本で２００５年９月に発覚した東大

RNA研究者の論文捏造事件に関して、こう述べている。《実際に実験を行なってい

たとされる研究者は捏造を否定しており、もともと生のデータを保存しておらず、

実験ノートもとっていなかった、と述べている。が、実験ノートがないこと自体、

そもそも研究者の基本としてありえない話であり、捏造を疑われるのも当然のこと

である》（甲２６「論文捏造」７頁） 

 すなわち、実験ノートの核心部分とは実験の方法と結果つまり実験条件と実験の

生データという客観的な事実を記録する点にあって、研究者のアイデアや意見では

ない。 

(2)、「調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するお

それ」と実験ノート 

 調査研究に係る事務に関して、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそ

れがあるか否かを判断する基準を提供する判例として、次の東京地方裁判所平成１

６年１２月２４日判決がある。 
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《調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ

があるもの(同号ハ)の有無は、その事務又は事業の目的、その目的達成のための手

法等に応じて判断されるべきである。情報公開法第 5条第 6号ハの趣旨は、国の機

関又は地方公共団体が行う調査研究の成果については・社会・国民等にあまねく還

元することが原則であるが、成果を上げるためには、従事する職員が、その発想、

創意工夫等を最大限発揮できるようにすることが重要であり、調査研究に関する事

務の中には、(１)知的財産権に関する情報、調査研究の途中段階の情報などで、一

定の期日以前に公にすることにより成果を広く国民に適正に提供する目的を損ね、

特定の者に不当な利益や不利益を及ぼすおそれがあるもの、(２)試行錯誤の段階の

ものについて、公にすることにより、自由な発想、創意工夫や研究意欲が不当に妨

げられ、減退するなど、能率的な遂行を不当に阻害するおそれがある場合があるた

め、このような情報を不開示情報としたものであると解される。》 

 この判断基準を実験ノートに当てはめたらどうなるか。結論として、実験ノート

のうち、実験の生データや実験条件という客観的事実の記録という核心部分につい

て、上記判例が指摘する(１) 知的財産権に関する情報、調査研究の途中段階の問題

は基本的に生じない。なぜなら、特許などの知的財産権が保護する対象はあくまで

も「創作性のある技術的思想（アイデア）」（特許法２条１項参照）であって、実験

の生データといった客観的事実ではないからである。 

また、上記判例が指摘する(２) 試行錯誤の段階の問題も生じない。なぜなら、試

行錯誤とは研究者自身の理論や構想に生ずるものであって、客観的事実に試行錯誤

はあり得ないからである。 

以上から、実験の生データという実験ノートの核心部分に着目する限り、上記判

例が指摘する不開示を正当化する事情は認められない。 

 

３、「組織共用文書」であるための３つの要件の充足 
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 川田実験ノートが法人文書であるためには法２条２項柱書の「組織共用文書」に

該当することが必要であるが、「組織共用文書」か否かは、一般に、次の３つの要件

を備えているかどうかを検討し、これらを総合的に考慮して実質的な判断を行って

結論を出すとされている（詳解「情報公開法」２３頁）。 

①文書作成の状況：職員個人の便宜のためにのみ作成又は取得するものであるかど

うか、直接的又は間接的に当該行政機関の長等の管理監督者の指示等の関与があっ

たものであるかどうか。 

②文書利用の状況：業務上必要として他の職員又は部外に配付されたものであるか

どうか、他の職員がその職務上利用しているものであるかどうか。 

③保存又は廃棄の状況：専ら当該職員の判断で処理できる性質の文書であるかどう

か、組織として管理している職員共用の保存場所で保存されているものであるかど

うか。 

結論として、川田実験ノートは、これらの３つの要件をあまねく備えており、こ

れらを総合的に考慮して実質的な判断をすれば、組織共用文書であることは明らか

である。 

以下、各要件ごとに詳述する。 

(1)、文書作成の状況（要件①） 

ア、文書に記載される情報の性格 

(ｱ)、文書一般論 

独立行政法人の職員が職務上作成した文書に記載されている情報が当該「法人に

帰属」すると認められる場合、その文書は当該法人の活動にとって必要なものであ

ることが明らかである。 

この意味で、その文書は組織共用文書としての要件を備える。 

(ｲ)、実験ノート一般論 

一般に、研究所や大学など法人の職員が組織の資金と施設を利用して職務上行う
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研究の実験において生データを記録した実験ノートを作成したとき、当然、その実

験ノートに記録される実験の生データは当該「法人に帰属」する。 

この意味で、実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

(ｳ)、本件実験ノートについて 

被告もまた第一次開示請求に対する２０１１年１２月５日付決定書２９枚目③で、

実験ノートに記録される実験の生データが「法人である被告に帰属」することを認

めている。 

この意味で、本件実験ノートも組織共用文書としての要件を備える。 

イ、文書作成の目的  

(ｱ)、文書一般論 

独立行政法人の職員が職務上作成した文書の作成目的が、そこに記載された情報

を組織において、業務上必要なものとして利用することである場合、そのような目

的に沿って作成された文書は組織共用文書としての要件を備える。 

(ｲ)、実験ノート一般論 

一般に、組織が行う研究の実験において実験ノートを作成する目的は、実験の生

データを活用して、当該組織が行なう「研究を円滑に進めるため」である。この意

味で、実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

(ｳ)、本件実験ノートについて 

被告もまた第一次実験ノート裁判で、実験ノート作成目的が実験の生データを活

用して被告が行う「研究を円滑に進めるため」（甲１４川田陳述書３頁８行目）であ

ることを認めている。 

この意味で、本件実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

 

(2)．文書利用の状況（要件②） 

ア、利用の実態について 
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(ｱ)、実験ノート一般論 

実験ノートに記録された実験の生データはそのまま（写真や提示）、或いは整理さ

れて（図表など）、他の共同研究者や上司に提供される。つまり実験ノートが他の共

同研究者や上司との間で組織的に用いられている。 

この意味で、実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

(ｲ)、本件実験ノートについて 

被告は第一次実験ノート裁判において、次の２つの利用の仕方を、 

ａ．そのまま（写真や提示や口頭で）提供される場合もあれば（甲１６証人川田２

１頁下から９～６行目。甲１４川田陳述書３頁３(２)。大島実験ノートについて、

第一次実験ノート裁判被告準備書面(４)３頁オ〔後の３９頁第６参照〕）、 

ｂ．図表などに分かりやすくまとめ、整理して提供される場合もあった（甲１７証

人矢頭２５頁１～３行目。甲１５矢頭陳述書７頁下から７～６行目） 

ことを認めている。 

以上について、第一次実験ノート裁判一審判決も、「実験の結果として得られた客

観的な情報（生データ）については、どのような形であれ、上司等に対して報告が

されていた」（甲５同判決５１頁９～１１行目）と認定している。 

この意味で、本件実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

イ、上司からの閲覧要求の拒絶 

(ｱ)、実験ノート一般論 

一般に、実験ノートについて、《実験結果に疑問や不合理な点が出てきた場合、経

験を持つ上司が生データを実際に見ることにより間違いを発見したり、そもそもデ

ータが信頼できるものかどうかを判定することが可能になるから》（甲６木暮意見

書４頁２～５行目）、そのような目的でなされた上司からの実験ノートの閲覧要求を

拒絶することはできない。 

上司からの実験ノートの閲覧要求に対し作成者がこれを拒絶できないというのは、
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当該文書が上司からの閲覧要求が及ばない個人の私物ではなく、組織共用文書とし

ての要件を備えるからである。 

従って、この意味で、実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

(ｲ)、本件実験ノートについて 

被告について、第一次実験ノート裁判一審判決は次の通り認定している。 

「上司から実験ノート等を見せるように言われれば、これを拒否することはできな

い」（甲５同判決４９頁イ(ｱ)２～３行目） 

従って、この意味で、本件実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

ウ、他の共同研究者間の閲覧  

(ｱ)、実験ノート一般論 

一般には実験ノートは他の共同研究者間では見せ合うのが普通である（甲６木暮

意見書３頁４、(1)。さらにテクニシャン2の場合には、見せることが大前提になっ

ていることについて甲７木暮意見書（２）６～７頁）。その際、もちろん実験ノート

に書かれた作成者個人のアイデア・着想のような個人的性格の部分は除かれる。こ

の点について、木暮教授は次のように言う。 

《共同研究を実施している場合、共同研究者間相互に①の実験データや②の実験条

件等を見せることを想定して実験ノートを作成します。つまり、①の実験データや

②の実験条件等は個人的な性格を持たず、共同研究者の求めに応じてその部分を見

せる、あるいは③（原告代理人注：作成者個人のアイデア・着想など）を除いて少

なくともそのデータを抜粋して見せるのが普通です。》（甲６木暮意見書３頁下から

７行目以下） 

                                                 
2《研究者とは異なり、特定の技術的な支援のために雇用している人々のことを言います。例え
ば、大量のサンプルを或る決められた方法で処理する人、その保持や操作に特定の技術が要求さ
れるような機器を専門に扱う人、研究上重要だがその習得が難しい特殊な技術を持っている人、
などの場合が挙げられます。最近は期間を決めて雇用されているのが普通で、人材派遣会社もよ
く使われています》（甲７木暮意見書（２）４頁２５行目以下） 
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共同研究者同士で、生データを記録した実験ノートを見せ合うというのは、実験

ノートが共同研究者からの閲覧が及ばない個人の私物ではなく、共同研究を円滑に

進めるための組織共用文書としての要件を備えるからである。 

従って、この意味で、実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

(ｲ)、本件実験ノート 

第一次実験ノート裁判で、川田氏は次の通り、見せ合うと証言している。 

（共同研究者同士で、生データを記録した実験ノートを見せ合うことはあるのか？

という裁判官の質問に対し） 

「あったかと思います。なぜかというとこういう実験がうまくいかないんですがと

いう、その技術的な相談をするときに、そういうやり取りは実際あると思います。」

（甲１６証人川田２２頁下から７～４行目） 

 尤も、川田氏は陳述書ではこれを否定する陳述をして、木暮教授から批判されて

いる。すなわち、川田氏は、実験ノートについて、 

《本件の一連の実験をしていた当時‥‥各研究者間で共同使用していたということ

もありません》（甲１４川田陳述書４頁ラスト） 

 これに対して、木暮教授は次の通り批判した。 

《川田氏の研究グループにもテクニシャンがいたことは、陳述書に「１９９９年か

ら、・・・４名（５年間で述べ１０名）の重点研究支援員が雇用され、このうちの一

部の者を指導して研究を進めさせました」（２頁２(３)）と書いてあることから明ら

かです。甲１９号証の書面（１～２頁）に、重点研究支援員の氏名と専門と派遣期

間が書いてあります。この重点研究支援員とはテクニシャンのことです。近年の大

型プロジェクトではその構成員の何割かがテクニシャンであることが普通なので、

人数構成からも妥当でしょう。したがって、彼らが作成した実験ノートについて、

川田氏も当然、私が行ったような活用をおこなっていたと推察します。テクニシャ

ンの彼らが作成した実験ノートについて、“各研究者間で共同使用していたという
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こともありません”というのはあり得ないのです。》（甲７木暮意見書（２）７頁ラ

スト） 

ちなみに、大島実験ノートについて、被告は「研究室として、報告や議論の際に

は、データを見やすい形に整理した図表等を作成させ、それに基づいて打ち合わせ

を行ったが、その過程で実験条件等を更に詳しく知りたいときは口頭での補足を求

めたり、記録の一部を見ることはした」と、研究室の中で共同研究者間で見せあう

ことを認めている（第一次実験ノート裁判被告準備書面(４)３頁オ。アンダーライ

ンは原告代理人による）。 

この意味で、本件実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

 

(3)、保存又は廃棄の状況（要件③） 

ア、保存義務 

(ｱ)、実験ノート一般論 

一般に、実験ノートの保存について、実験ノートの作成者は、実験ノートを善良

な管理者の注意をもって管理する義務を負う（甲１８。２枚目「研究室外への持ち

出し禁止」。甲６木暮意見書４～５頁第５）。 

なぜなら、実験ノートとは《研究室が火事になったら、まっさきにつかむ》くら

い重要なものだからである。研究において《実験の生データより大切なものはあり

ません》、たとえ研究室が火事で焼けて論文や実験装置が焼け落ちても、実験《ノー

トがあれば論文が書けるし、実験計画が立てられるし、その実験結果をもとにいろ

いろ組みたてていけるからです。もしもノートがなくなったら、研究室にいなかっ

たのも同然》（甲２５「アット・ザ・ベンチ―バイオ研究完全指南 アップデート版」

９３頁）だからである。従って、実験ノートは研究遂行の間、くり返し参照され、

検討されるものであり、《そこに書かれた実験データを元に報告書・論文等を書いて

しまえばそれで用済みとなり、廃棄しても構わない「その場限りのもの」ではなく
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て、いわば研究者としての全てが凝集した基礎資料であり、恒久的に保存すべきも

のなのです。》（甲６木暮意見書５頁ラスト） 

実験ノートの保存にあたって作成者に善管注意義務が課せられるというのは、そ

れは実験ノートが善管注意義務など問題にならない個人の私物ではなく、あくまで

も組織共用文書としての要件を備えるからである。 

従って、この意味で、実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

(ｲ)、本件実験ノートについて 

第一次実験ノート裁判一審判決は、被告について、実験ノートの作成者に対し、

「実験の生データ」の保存について善管注意義務を認めた（甲５同判決５１頁５～

７行目）。 

ところで、実験の生データは実験者の作成した実験ノートに記録されるという形

で存在しているものである以上、実験の生データの管理と実験ノートの管理とは不

可分一体の関係にある。つまり、もし実験ノートを善管注意義務をもって保存しな

くてもよいならば、それは結局、実験の生データも善管注意義務をもって保存しな

くてもよいことに帰着する。従って実験の生データの保存に善管注意義務を課す以

上、それは実験ノートの保存にあたっても作成者に善管注意義務を課すことを意味

する。 

従って、本件実験ノートの保存についても作成者に善管注意義務が課せられる。 

この意味で、本件実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。    

イ、廃棄の自由 

(ｱ)、実験ノート一般論 

一般に実験ノートについて、「自由に破棄することは考えられません」（甲６木暮

意見書４頁第４、２）。退職時の実験ノートの廃棄についても、昨年度ノーベル物理

学賞受賞した中村修二米カリフォルニア大教授は、「（原告代理人注：会社）をやめ

るときに研究用ノートブック全部を置いてきて、全て日亜化学が持っている」（甲１
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９。４頁左段）と述べており、実験ノートの廃棄の自由がないことはもちろんのこ

と、持ち出しの自由もないことも認めている。 

この意味で、実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。 

また、たとえ退職時に実験ノートの廃棄が容認されるケースがあったとしても、 

「作成者は、退職するまでは実験ノートを廃棄する自由（いつでも好きな時に廃棄

できる）は認められていない」以上、それは実験ノートがいつでも自由に廃棄でき

る個人の私物ではなく、組織共用文書としての要件を備えることを意味する。 

(ｲ)、本件実験ノートについて  

 被告について、第一次実験ノート裁判一審判決は「実験ノート等の取り扱いにつ

いては、退職時の廃棄が事実上決められていたという程度のようであり」（甲５同判

決５２頁６～８行目）と認定した。 

①．反対解釈 

ここから、その反対解釈として、被告において「作成者は、退職するまでは実験ノ

ートの廃棄する自由（いつでも好きな時に廃棄できる）は認められていない」こと

が導かれる。 

また、本研究プロジェクトのメンバーの矢頭氏も「必要な検証期間を過ぎ」（甲１

５矢頭陳述書８頁３～５行目）るまでは、いつでも好きな時に廃棄できる自由はな

く、保存する義務を負うことを認めている。 

②．また、同判決は、退職時であっても「研究を引き継ぐ者があればその者個人の

ために実験ノート等を残す（注：引き継ぐ）」（４９頁１行目）と認定していて、研

究を引き継ぐ者がいる場合には実験ノートを勝手に廃棄できないこと、つまり廃棄

の自由がないことを認めている。 

③ その結果、同判決の「退職時の廃棄が事実上決められていた」場合とは、その

研究が終了し、引き継ぐ者が誰もいない場合である。それは組織として実験ノート

の保存の必要性がなくなった場合のことであるから、組織共用文書であっても廃棄
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するのが当然である。 

以上から、この意味で、本件実験ノートは組織共用文書としての要件を備える。     

(ｳ)、実験データの廃棄について 

 ここでは実験ノート自身ではなく、実験の生データの廃棄について取り上げる。

しかし、山中教授がなぜ痛恨の思いで実験ノートの保存の大切さを説いたのか（甲

２０の記者会見参照）、それはひとえに、実験ノートに実験の生データが記録されて

いるからである。この意味で実験ノートの保存・廃棄と実験データの保存・廃棄は

表裏一体、不可分の関係にある。実験データを粗末に扱う者は実験ノートも粗末に

扱うのである。逆に言えば、実験ノートの保存の重要性を理解する者は実験データ

の保存の重要性を自覚している。この観点から、川田氏と木暮教授の見解を対比す

る。 

 (ⅰ)、価値がないと判断した実験データはその場で廃棄 

この点について、川田氏は陳述書で次の通り述べた。 

《使用しうるデータと判断されたものについては、手元にメモとして保管し、その

価値がないと判断したものについてはその場で廃棄する》（甲１４川田陳述書３頁

３(２)）。 

 これに対し、木暮教授は、“その場で廃棄する”、がスタッフが川田氏に渡した実

験データの印刷物をその場でゴミ箱に入れる、または電子ファイルをそのまま廃棄

するという意味なら、《研究者の常識、あるいは世の常識としてそのようなことがあ

りうるのだろうかと言わざるを得ません》と驚きを隠さず、《データとしての価値が

分かってくるのは、あるいは逆にデータとして価値がない、ということが分かって

くるのは、一連の実験の後、全体を総合的に眺めて考察した後》だからとその理由

を詳述している（甲７木暮意見書（２）３頁）。 

(ⅱ)、「各種レポート」作成後は、実験データは定期的に廃棄 

この点について、川田氏は陳述書で次の通り述べた。 
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《手元メモについては、しばらくの間は手元に保管しておりましたが、既に「各種

レポート」に取りまとめ済みのものでありますので、すでにその用は終わったと判

断しており、定期的に机周りを整理整頓する際に、廃棄することとしておりました。》

（甲１４川田陳述書３頁３(３)）。 

 これに対し、木暮教授は、《理解しがたい内容です》と驚きを隠さず、《一般にレ

ポートに使うデータは実験で取ったデータのごく一部であり、予備実験なども含め

ると、一つのレポートに書かれたデータの通常数倍程度の、はるかに多くのデータ

が手元に残っています。レポートに使われなかったそれらのデータは他のレポート

に使われる可能性もあるし、論文の総説を書くのに使われる可能性もあるし、次の

実験系の検討に使われる可能性もあります。従って、それらを廃棄することはあり

得ません。》とその理由を詳述している（甲７木暮意見書（２）４～５頁）。 

 以上の通り、木暮教授は川田氏の実験データの廃棄の仕方に警鐘を鳴らしている

が、それは同時に実験ノートの保存・廃棄の仕方についても、同様の警鐘を鳴らし

ているのである。 

 

４、小括 

以上の通り、３つの各要件ごとの吟味検討に基づき、それらを総合的に考慮して

実質的な判断をすれば、結論として、川田実験ノートは組織共用文書と認められる。 

 

５、「組織共用文書」否定論の吟味検討 

 上記の結論に対し、被告をはじめとして川田実験ノートが「組織共用文書」であ

ることを否定する見解がある。そこで、以下、この「組織共用文書」否定論の論拠

について吟味検討する。 

(1)、否定論の論拠①「文書作成の様式が定められていない」 

実験ノートについて「文書作成の様式が定められていない」から、組織共用文書



 24

性が否定されるという主張がある。 

 しかし、様式の有無は「組織共用文書」であるための３つの要件の判断にとって、

直接、関係がない。実際上も、様式を定められていない「組織共用文書」はざらに

ある。せいぜい、文書作成の様式が定められている場合には、組織共用文書と認め

られやすくなるぐらいのことである。 

すなわち、文書作成の様式が定められていないからといって、組織共用文書性を否

定する根拠にはならない。 

 

(2)、否定論の論拠②「文書の記載内容を本人以外、判読困難」 

 文書（実験ノート）の記載内容について、《単なる数字や記号の羅列であるなど、

当該研究者にしか理解できない記載がなされることが多い》（第一次実験ノート裁

判被告準備書面(1)２頁）から、組織共用文書性が否定されるという主張がある。 

 しかし、元来これでは実験ノートとして失格である。なぜなら、共同研究におい

ては《他の研究者にもノートが理解できるように書いておかなくてはダメ。記録者

にしかわからないような乱雑な記録はわかりにくいだけではなく、信頼性を失わせ

ます》（甲２５「アット・ザ・ベンチ―バイオ研究完全指南 アップデート版」９３

頁）。 

のみならず、たとえその文書（実験ノート）に記載された情報が未整理・判読し

ずらいものだとしても、それをもって組織共用文書性を否定する理由にならない。

なぜなら、厚生省のＨＩＶウィルス感染訴訟において、非加熱製剤の危険性を明ら

かにする会議資料として明るみにされた、当時の会議の未編集の録音テープや担当

職員のいわゆる「郡司メモ」が組織共用文書に該当することからして、また、国立

病院の医師のカルテがたとえ未整理・判読しずらいものだとしても、行政機関の保

有する個人情報の保護に関する法律上の（同時に、独立行政法人等の保有する情報

公開に関する法律上も）組織共用文書に該当することからしても、明らかだからで
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ある。 

  

(3)、否定論の論拠③「通常、文書（実験ノート）自体を提供しない」 

「通常、文書（実験ノート）自体を提供しない」から、それは組織としての利用を

予定していない備忘録か、決済文書の起案前の職員の個人的な検討段階の文書のよ

うなものだとして、組織共用文書性が否定されるという主張がある。 

ア、「組織としての利用を予定していない備忘録」との対比 

(ｱ)、仮に「通常、実験ノート自体を提供しない」としても3、それは「記録された

手書きの生データは他人に判読困難」という技術的な理由に基づくだけのことであ

って、「写真」のように、他人に判読困難という事情が存しない生データについては、

直接、提供する（被告もこれを認める。甲１６証人川田２１頁下から９～６行目）。 

(ｲ)、また、研究が行き詰ったり、実験がうまくいかないときには、その都度、上司・

他の共同研究者との間で、生データそのものに立ち返って検討する必要から、実験

ノート自体を提供することになる（上司との関係について甲６木暮意見書４頁２～

５行目）。被告もこれを認める（共同研究者間について、甲１６証人川田２２頁下か

ら７～４行目。大島実験ノートについて、後述の３９頁第６）。 

 昨年、日本中を騒がせた「STAP細胞」の論文不正問題でも、また山中教授の１

４年前の論文の疑惑問題でも、問題の解明のために、実験ノートの提供が求められ

たことは周知のとおりである。 

(ｳ)、その上、実験ノートに書かれた実験の生データに関し、 

ａ．図表などに分かりやすくまとめ、整理して提供される場合だけでなく（甲１７

証人矢頭２５頁１～３行目。甲１５矢頭陳述書７頁下から７～６行目） 

                                                 
3 しかし、これと異なる研究者も少なからずいる。例えば木暮教授は《私の場合は通常、学生に
は実験ノートをそのまま持ってこさせます。》（甲３２木暮意見書（２）１頁末行） 
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ｂ．そのまま写真や提示や口頭で提供される場合もある（甲１６証人川田２１頁下

から９～６行目。甲１４川田陳述書３頁３(２)。大島実験ノートについて、第一次

実験ノート裁判被告準備書面（４）３頁オ〔後述の３９頁第６〕）、 

 以上の意味で、実験ノートは「組織としての利用を予定」しており、これを予定

していない備忘録などとは全く性質が異なる。 

イ、「決済文書の起案前の職員の個人的な検討段階の文書」との対比 

実験ノートとは、木暮教授が指摘したように、 

《実験ノートは、そこに書かれた実験データを元に報告書・論文等を書いてしまえ

ばそれで用済みとなり、廃棄しても構わない「その場限りのもの」ではなくて、い

わば研究者としての全てが凝集した基礎資料であり、恒久的に保存すべきものなの

です。》（甲６木暮意見書５頁ラスト） 

すなわち、実験ノートは決済文書の起案前の職員の個人的な検討段階の文書のよう

に起案が済めば用済みとなるものとは異なり、当該研究およびその関連の研究が継

続する間、半永久的に保存するものである。 

それは、１４年前の実験ノートを保存していなかったことを痛恨の思いで猛省し

た山中教授の謝罪会見からも明らかである（甲２０ＮＨＫ「かぶん」ブログ）。 

以上の意味で、実験ノートは「当該研究及びその関連研究が継続する限り、半永

久的に保存することを予定」した基礎資料であり、決済文書の起案と共に用済みに

なる「決済文書の起案前の職員の個人的な検討段階の文書」などとは全く性質が異

なる。 

以上のとおり、実験ノートの本質的特徴に照らせば、それは組織としての利用を

予定していない備忘録とも、或いは決済文書の起案前の職員の個人的な検討段階の

文書とも似ても似つかないものであり、従って、仮に「通常、ノート自体を提供し

ない」としても、それで、組織共用文書性を否定する根拠にはならない。 

ウ、本件実験ノートについて 
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実験ノートにより提供する情報は、整理したものもあれば、第４，３、(2)、ア、

利用の実態で前述した通り（１６頁）、実験ノートの生データをそのまま示したも

のもある（甲１６証人川田２１頁下から９～６行目。甲１４川田陳述書３頁３(２)。

大島実験ノートについて、第一次実験ノート裁判被告準備書面（４）３頁オ。甲６

木暮意見書３頁下から９行目～４頁１行目）。 

また、整理して提供されたデータについても、実験ノートに記録された生データ

に基づいて作成されたものである以上、この場合も生データが組織的に用いられた

と言うことができる。つまり、生データが記録されている実験ノートが組織的に用

いられたと解することができる。 

さらに、整理したデータを使用する理由も、実験ノートに特有なものであって、

手書きの生データは他人には判読困難で、整理しないと効率的な研究推進に適さな

いからである。それゆえ、研究が行き詰ったり、実験がうまくいかないときには、

その都度、上司・他の共同研究者との間で、実験ノートに記録された生データその

ものに立ち返って検討することになる（共同研究者間について、甲１６証人川田２

２頁下から７～４行目。上司との関係について甲６木暮意見書４頁２～５行目）。 

 この意味でも、実験ノートは組織的に用いられていると解することができる。 

 

(4)、否定論の論拠④「文書（実験ノート）の管理を作成者の手に委ねる」 

「文書（実験ノート）の管理を作成者の手に委ねる」から、、組織共用文書性が否定

されるという主張がある。 

しかし、ノートの管理を作成者の手に委ねることは「組織共用文書」であるため

の３つの要件の判断にとって、直接、関係がない。 

実際、行政において専門的、技術的な業務が増大した今日、専門的、技術的な業

務に携わる職員が職務上作成する文書を自ら管理することはざらにある。かといっ

て、それらの文書を自ら管理するのは作成者の私物だからということでは全くない。 
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それゆえ、作成者の勝手気ままな管理は許されず、組織のために善管注意義務とい

う保存義務を負う。従って、作成者自身の手に管理をゆだねられるというのは、組

織に代わって作成者が責任をもって管理を担当すること、つまり「直接占有者が作

成者、間接占有者が組織である」を意味するだけのことである。 

 さらに、実験ノートの場合、なぜ、作成者がノートを保持しているのか。 

①．ひとつには、実験は１回の実験で完結せず継続するものだから、それゆえ実験

ノートも継続的に実験データを記録する必要がある。それゆえ記録作業の必要上、

作成者自身が実験ノートを保管することになるからである。 

②．２番目の理由として、記録作業が終了した実験ノートについても、そこに書か

れた手書きの生データは判読困難で、作成者が管理しないと効率的な利用は不可能

であるからである。 

(③．３番目の理由として、実験ノート中に作成者自身のアイデア・着想という個人

情報も記載されているためである。 

以上の通り、文書の管理を作成者の手に委ねるからといって、組織共用文書性を

否定する根拠にはならない。 

 

(5)、否定論の論拠⑤「他人（上司・同僚）が文書（実験ノート）を勝手に見ること

はできない」 

「他人（上司・同僚）が文書（実験ノート）を勝手に見ることはできない」から、

組織共用文書性が否定されるという主張がある。 

しかし、前記(4) で述べた通り、「ノートの管理を作成者の手に委ねる」ことは、

作成者の私物であると認めることとは関係なく、作成者は実験ノートに対し組織の

ために善管注意義務という保存義務を負う。 

そうだとしたら、文書の保管について善管注意義務を負う作成者に無断で、他人

（上司・同僚）が実験ノートを勝手に見ることはできないことは当然である。 



 29

以上から、他人（上司・同僚）が勝手に見ることはできないからといって、組織共

用文書性を否定する根拠にはならない。 

 

(6)、否定論の論拠⑥「文書（実験ノート）の保存義務はない」 

第一次実験ノート裁判一審判決は、実験ノートの作成者に対し、「実験の生デー

タ」の保存について善管注意義務を認めるものの、「実験ノート」の保存について善

管注意義務は論じない（甲５同判決５１頁５～７行目）。そこから、「文書（実験ノ

ート）の保存義務はない」のだから、組織共用文書性が否定されるという主張があ

る。 

しかし、実験の生データは実験ノートに記録されて初めて存在するものであって、

記録されない限り、データは存在しないにひとしい。従って、実験の生データの管

理と実験ノートの管理とは表裏一体、不可分の関係にある。つまり、もし実験ノー

トを善管注意義務をもって保存しなくてもよいならば、それは結局、実験の生デー

タも善管注意義務をもって保存しなくてもよいことに帰着する。従って実験の生デ

ータの保存に善管注意義務を課す以上、それは実験ノートの保存にあたっても作成

者に善管注意義務を課すことである。 

 

(7)、小括 

 以上の通り、「組織共用文書」否定論の主張にはいずれも理由がないことが明らか

である。 

 

６、「STAP 細胞」の論文不正問題と理化学研究所の見解 

(1)、はじめに 

 昨年、「STAP細胞」の論文不正問題に端を発し、２０１４年４月２８日の山中教

授論文疑惑問題までの一連の騒ぎの中で、実験ノートの法的性格がクリアになり、
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その「組織共用性」が余すところなく判明したので、以下、これについて整理して

おく。 

 

(2)、実験ノートの「法人文書性」に対する理化学研究所の見解 

最初に、被告と同様の遺伝子の組換えに関する実験と研究をおこなっていて、昨

今、「STAP細胞」の実験ノートの作成・管理をめぐり話題となった独立行政法人理

化学研究所（以下、理研と略称）に対し、原告代理人は昨年 4月１５日付で、遺伝

子の組換えに関する実験の過程で作成された実験ノートの開示請求をしたところ、

理研は昨年 5 月１９日付で不開示決定の処分を行い（甲２１）、その不開示の理由

の中で、当該の実験の過程で作成された実験ノートは理研の法人文書であることを

明らかにした。これは実験ノートが組織共用文書であることを証明する極めて重要

な証拠である。 

 

(3)、「STAP細胞」の論文不正問題１（２０１４年４月１日の理研の記者会見） 

ア、昨年４月１日、理化学研究所は記者会見を開き、STAP論文調査の最終報告書

（甲２２）を公表した。その中で、STAP細胞論文の筆頭著者である小保方晴子氏

の作成した実験ノートについても次の通り、言及した。 

《一方、実験ノートの記述があまりにも不足しているなど、第三者が小保方氏の実

験内容を正確に追跡し理解することが困難な状況が明らかとなり、この点も健全な

情報交換を阻害していると判断される。このような行為やずさんなデータ管理の背

景には、研究者倫理とともに科学に対する誠実さ・謙虚さの欠如が存在すると判断

せざるを得ない。他方、担当研究者（小保方氏）以外の研究者（本件共著者等）が

慎重にすべての生データを検証するという、当然発揮することが予定されている研

究のチェック機能が果たされていなかったと判断される。確かに、小保方氏以外の

調査対象者について、研究不正は認められなかったが、若山、笹井両氏については、
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シニアの研究者でありながら、上述したとおり、データの正当性と正確性等につい

て自ら確認することなく論文投稿に至っており、そのため、過失とは言え、研究不

正という結果を招いたものであって、その立場や経験などからしても、その責任は

重大であると考える。 

なお、研究のチェック機能が果たされなかったことについては、小保方氏が他の機

関で行った研究を若山研において客員研究員の身分で継続し、その後、自らがリー

ダーを勤める研究室において発展させたという研究環境の変遷や、成果とりまとめ

に近づいた段階に入って笹井氏と丹羽氏というそれぞれ若山氏とは独立した立場の

シニア研究者がデータの補強や論文作成のために協力することになったなどの事情

もあるのではないかとうかがえる面がある。研究所は、所内の異なるグループ間の

共同研究における各自の責任の在り方や、共著者の果たすべき役割等も含めて、通

常行われるべき研究のチェック機構が、なぜ機能しなかったかについて検証すると

ともに、研究所における実験ノートなどのデータ管理や、研究の立案から実施、成

果の取りまとめと発表に至るまでのプロセスを点検し、このような研究不正の再発

を防止するために必要な具体的措置を早急に執るべきである。》（９頁１４行目以下。

下線は原告代理人による） 

ここから、次のことが明らかである。 

①．本来の実験ノートの書き方は、自分だけ分かればよいものではなく、第三者が

実験者（小保方氏）の実験内容を正確に追跡し理解することが可能なように作成さ

れるものであること。 

②．実験ノートに対する本来の研究チェック機能とは、担当研究者（小保方氏）以

外の研究者（本件共著者等）が慎重に、実験ノートに記録されたすべての生データ

を検証するものであること。 

イ、この日の記者会見を見た奈良先端科学技術大学院大学の佐藤匠徳教授（専攻心

血管系の分子生物学、生物システムのゆらぎ緩衝制御学、組織再生工学）は、朝日
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新聞の web ronzaに「実験ノートの基本：日付と生データは必須、実験室外持ち出

し禁止」と題するエッセイ（甲１８）を寄せ、その中で、実験ノートの性質、目的、

管理について、次のように述べている。 

《それ（原告代理人注：実験ノート）は中高生にとってのノートとはまったく性質

の異なるものである。》（１枚目下から１０行目以下） 

では、どのように異なるのか。その基本とは何か。 

《佐藤ラボマニュアル「実験ノートの記録・管理の仕方」の１行目には、「実験ノー

トは、研究を行う上で、最も大事な『命』である」と書いてある。その次に「実験

ノートの基本的な考え方は、何時、何のための、何の実験を、誰が、どういう方法

でおこない、どういう結果が出て、その結果をもとにどういった結論を導きだし、

どういう考察をし、それをもとに次にどういう実験を行うことにしたか、というこ

とが、実験をおこなった本人の説明無しに、実験ノートを関係者外の第三者が見れ

ば、すべて明確に理解できることである」と明記されている。》（１枚目下から１２

行目以下） 

《・ 実験ノートは実験をしたその日のうちに 

その日行った実験は、終えたところまで、全て、その日のうちに実験ノートに記

録してから帰宅する。実際に行った実験を、次の日や別の日に記録すると、間違い

がおこる可能性が出てくる。また、万が一、帰宅途中に事故にあったりした場合、

どういった実験がどういった状態で進行しているのか、別の者にわからなくなるの

で、その実験を他の者が引き継ぐことが困難になる。》（２枚目下から１３行目以下） 

《・ 実験ノートの研究室外への持ち出し禁止 

 実験ノートの研究室外への持ち出しは、禁止だ。例えば、実験データを家にもっ

て帰って見直そうと実験ノートを持ち出して、帰宅途中で電車やカフェに置き忘れ

たり、盗難や事故などにあったりした場合、その実験ノートに記録されているもの

が全て失われることになるからだ。》（２枚目下から７行目以下） 
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《実験ノートの記録や管理の仕方には、組織や研究室によって少しずつ違いはある

が、基本的なところは同じであると、筆者は理解している。》（３枚目７行目。下線

は原告代理人による） 

 以上の考え方の根底にあるのはどのようなものか。 

《一般の方々が納めている税金のおかげで研究が出来ていることをしっかり理解し、

高い倫理観と責任感をもって研究を行うのは、研究者として当然のことと筆者は考

えている。》（３枚目下から３行目以下） 

ここから、次のことが明らかである。 

①．実験ノートの基本的な考え方とは、実験の方法、結果などを実験をおこなった

本人の説明無しに、実験ノートを関係者外の第三者が見れば、すべて明確に理解で

きるように記録するものであること。 

②．実験ノートが私物ではなく、組織としての利用を予定していることは、帰宅途

中に事故にあう場合の実験引継ぎを想定した実験ノート作成の仕方や実験ノートの

研究室外への持ち出し禁止からも明らかであること。 

③．このような基本的なことは、どの研究室でも共通であること。 

  

(4)、「STAP 細胞」の論文不正問題２（２０１４年４月１６日の論文共著者の笹井

芳樹氏の記者会見） 

 昨年４月１６日、当時、理化学研究所発生・再生科学総合研究センター副センタ

ー長でSTAP細胞論文の共著者の笹井芳樹氏は記者会見を開き、その中で、小保方

晴子氏が作成した実験ノートや実験の生データを確認しなかったことについて、次

の通り述べた。 

《一度、若山（照彦・山梨大教授）さんというリーダーのチェックを受けていると

いう前提で見ており、ノートを持ってこいというのはそれなりの必然性が必要だっ

た》 
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《小保方研究ユニットリーダーは独立した主任研究員で直属の部下ではないという

立場であり、ぶしつけな依頼がしにくいという状況もあった》（甲２３東京新聞。下

線は原告代理人による） 

 言い換えれば、ここから次のことが明らかである。 

①．担当研究者（小保方氏）の直属のリーダー（若山氏）であれば、当然、直属の

部下である担当研究者が作成した実験ノートをチェックすることになる。 

 

(5)、山中教授の発言１（２０１４年４月４日の衆議院内閣委員会での参考人発言） 

 昨年４月４日、山中伸弥教授は、医療研究開発の関連法案を審査する衆議院内閣

委員会に参考人として次の通り発言した（甲２４）。 

《○山中参考人 研究不正を予防する一つの重要な方法は、日ごろの研究記録をき

ちっと残すことだと思います。そのためには、単純なことでありますが、ノートの

記録が非常に大切です。 

 私たちは、十年くらい前から、ノートのつけ方ということを、学生さんを含めて

全員に、少なくとも年に一回は指導しています。もともとはそれは、研究不正とい

うことではなくて、アメリカの先発明主義に対抗するために、先に出願しても、ア

メリカの人が、いや、私たちの方が先に発明していましたと言われたら負けてしま

いますので、それに対抗する唯一の方法がノートであるということで、そのノート

のつけ方。 

 例えば、ルーズリーフはだめだとか、鉛筆はだめだとか、消した場合に、変更は

ホワイトで消してはだめで、ペケをして、何が書いてあったかわかるようにしなさ

いとか、もちろん日付は年まで含めてちゃんと書きなさい、そして、一番大切なの

は、定期的にそれを第三者がチェックしてサイン、第三者のサインをもらいなさい

と。これをずっと続けてきました。 

 昨年、一昨年、忘れましたが、アメリカが先願主義に変わりましたので、特許上
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の意味からはそこまでノートをつける必要はなくなったんですが、それが同時に、

研究不正を防ぐ物すごくいい方法だということに気がつきまして、その後もそれは

ずっと続けています。 

 ですから、今後、研究不正をこの新しい機構のもとで防ぐ一つの方法は、この機

構からもらったお金で研究をする場合は、そういったノートのチェックを徹底させ

る。私たちもチェックしています。誰々は出していませんという報告が定期的に来

ます。僕たちは、出さない人は不正をしているとみなしますと言明しています。そ

れぐらいしないと、やはり、きちっと書けない人はどうしてもいますし、また、書

いていても、ちょっとしかないとか、やたら汚いとかいう人は指導しています。見

られるということで、しっかり書くようになっています。非常に大きな効果があり

ますので。》（下線は原告代理人による） 

 ここから、次のことが明らかである。 

①．当初、米国の特許制度が先発明主義4だったため、実験ノートを定期的に第三者

にチェックしてもらい、サインをもらったが、先願主義5に変わったのちも、研究不

正を予防する重要な方法として引き続き、定期的に第三者による実験ノートのチェ

ックを徹底させてきた。 

②．第三者による実験ノートのチェックを受けない人は不正をしているとみなす、

それくらいチェックを徹底させている。 

 

(6)、山中教授の発言２（２０１４年４月２８日の論文疑惑問題についての記者会見） 

 昨年４月２８日、山中教授は１４年前の論文の疑惑晴らすため段ボール５箱分の

実験ノートを提出した調査の結果を発表する中で、共同研究者の実験ノートが保存

されていなかったとして「心より反省し、おわび申し上げます」と次のとおり謝罪

                                                 
4最初に発明をした発明者に特許権を与える制度。 
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した（甲２０ＮＨＫ「かぶん」ブログ）。 

《今回の実験は、何回もやっていて結果には自信を持っているが、自分自身の実験

ノートは保存していたが、共同研究者のデータは全く保存しておらず、指摘された

実験に関するデータが示せない状況だ。実験は、中国からの留学生と医学部の学生

に手伝ってもらったが、責任者はあくまでも私で、今から思えばすべてのノートを

私が持っているべきだった。また、当時の自分の実験ノートは、日付に年が書いて

いないし、記載も決して十分とは言えず、昔の自分が恥ずかしく思う。今、日本の

研究の信頼が揺らいでいるのは確かで、私自身を含めてノートをしっかり取って、

いつでも示せるようにするのが信頼回復の唯一の方法であり、 それを私の研究所で

も非常に強く指導している。そうしたなかで、今回、私自身の論文に関するデータ

を出せないというのは、研究所の人たちに対しても本当に申し訳ない》（下線は原告

代理人による） 

ここから、次のことが明らかである。 

①．実験ノートはこれを作成した「中国からの留学生と医学部の学生」の私物では

なく、本来の実験ノートの管理のあり方として、責任者（山中教授）がこれを保管

すべきであったこと。 

②．実験ノートの保管として、論文作成ののち短期間で廃棄するものではなく、１

４年前の論文作成に用いた実験ノートも保管していること。 

 

(7)、小括 

 実験ノートの開示請求に対する理研の決定（甲２１）は言うまでもなく、以上の

内容は、実験ノートが私物ではなく、上司や他の共同研究者をはじめとする組織の

人々との利用を予定している組織共用文書であることを前提にして初めて説明し得

                                                                                                                                          
5最初に特許出願を行った者に特許権を与える制度。 
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るものであって、もし実験ノートが私物だという前提ならば、これらはどんなに逆

立ちしても説明がつかない。もし被告がなおも、私物だと主張し続けるであれば、

被告にはこれらの事態を合理的に説明する責任がある。 

 

第５、法人文書３①ｂ（大島実験ノート）の物理的存在 

１、はじめに 

 一般論としても、被告の場合の具体論としても、遺伝子組換え作物の開発にお

いて実験ノートの作成が不可欠であることは、第３，１と同２で前述した通りで

ある（７～８頁）。 

 

２、大島実験ノートの物理的存在 

(1)、大島実験ノートと第二次開示請求で原告が求めた法人文書の対象 

  第二次開示請求で原告が被告に求めた法人文書の１つが下記の文書である（訴状

別紙請求文書目録２）。 

本件情報公開請求日までの、ディフェンシン遺伝子を導入した組換えイネについて

の下記の実験に関するすべての情報を含んだ、いずれの記録媒体かのいかんを問わ

ずアナログデータ及びデジタルデータの全体。 

記 

１、‥‥ 

２、上記ディフェンシン遺伝子を導入した組換えイネの要素技術（緑色組織特異的

発現プロモーター、キャベツ・ディフェンシン遺伝子、コマツナ・ディフェン

シン遺伝子及びカラシナ・ディフェンシン遺伝子を含む）の開発に関する実験 

 

言うまでもなく、これは遺伝子組み換え作物の「開発」のエンジンともいうべき

プロモーターの新規開発（以下、本件プロモーター開発という）をした大島氏が作
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成した実験ノートを念頭に置いて原告が開示請求したものである。 

 

(2)、被告の自白 

大島実験ノートが物理的に存在することは、被告自身が認めている。第一次第一

次実験ノート裁判の被告準備書面（４）で、本件プロモーター開発に関する実験を

行った大島氏がその実験の生データを記録した実験ノートを作成し、保管してきた

と主張した（同書面３頁ウ）。 

実際に、被告は、２００３年、本件プロモーター開発の成功を、本研究プロジェ

クトの「開発」の中で第一の成果として以下のとおりプレス発表（甲１２）し、そ

の前年（２００２年）大島氏らを発明者として特許出願した（甲１３）。 

《本研究では、‥‥今回の組換えイネは皆さんの安心感に配慮し、導入遺伝子は可

食部で働かないように、以下に示した我が国独自の要素技術を主体として作り出し

たものです。 

1.可食部で遺伝子を働かせない技術 

  ‥‥(中略)‥‥ 

１） 可食部で遺伝子を働かせない技術の詳細 

  北陸研究センターでは、遺伝子の働きを制御する「スイッチ」の役割を果たすプ

ロモーターをイネから独自に取り出すことに成功し（特許出願中）、可食部で発現し

ないように工夫しています。》（甲１２．１枚目） 

 

(3)、大島実験ノートの具体的内容 

では、大島氏が本件プロモーター開発で実施した実験で作成した実験ノートは具体

的にどのようなものか。 

新規プロモーターの開発のために大島氏が実施した実験のうち、少なくともその

特許出願の書面（再公表公報。甲１３）に記載された以下の表の各種の実験は、発
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明者である大島氏と大槻寛氏により実施されたものである。 

 

書面 実験の概要 実験の主体 
実施例１：ｃＤＮＡライブラリーを利用した特異
的プロモーターの同定（１７頁） 

発明者（大島氏
ほか 1名） 

実施例２：選択したプロモーターの特異性の確認
（２１頁） 

同上 

実施例３：プロモーター領域の取得（２１頁） 同上 
実施例４：カルス特異的プロモーターを用いた機
能性植物の作出（２１頁） 

同上 

実施例５：葉特異的プロモーターを用いた機能性
植物の作出（２２頁） 

同上 

実施例６：胚乳で発現しないプロモーターを用い
た機能性植物の作出（２３頁） 

同上 

実施例７：カルス特異的発現を駆動するクローン
のプロモーター領域の有用性の実証（２４頁） 

同上 

再公表公報
（甲１３） 

実施例８：胚乳で発現しないプロモーター領域の
有用性の実証（２４頁） 

同上 

 

第６、法人文書３①ｂ（大島実験ノート）が「組織共用文書」であること 

 川田実験ノートが「組織共用文書」であることは前記第４、３～５で詳述した通

りである（１３～２９頁）。他方、川田実験ノートと同時期に同一組織内で作成され

た大島実験ノートの取り扱いは、川田実験ノートと基本的に同一である。 

 その上、第一次実験ノート裁判において、被告は、大島氏に聞き取り調査した結

果、実験ノートの利用の実態について、次の説明があったと主張している。 

《研究室として、報告や議論の際には、データを見やすい形に整理した図表等を作

成させ、それに基づいて打ち合わせを行ったが、その過程で実験条件等を更に詳し

く知りたいときは口頭での補足を求めたり、記録の一部を見ることはした》（被告準

備書面（４）３頁オ） 

以上から、大島実験ノートもまた「組織共用文書」であることが明らかである。 
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第７、本件実験ノートが不開示事由に該当しないこと 

 この点、被告の主張をまって正式な反論をするが、さしあたり以下の主張をする。 

被告は、実験ノートの不開示事由該当性の点につき、第一次実験ノート裁判の答

弁書において、次の主張をした。 

《仮に本件文書（実験ノート）が法人文書に当たるとしても、法人文書の開示除外

事由である法５条４号ホ6の要件を充たす》（４頁２）。 

しかし、被告はこれを単に主張するだけで、何ひとつ立証しなかった。のみなら

ず、以下の理由により、本件実験ノートは法５条４号ホの不開示事由に該当しない

ことは明らかである。 

第１に、第４、２で前述した通り（１１頁以下）、そもそも実験ノートの核心部分

は実験の生データといった客観的な事実を記録する点にあって、研究者のアイデア

や意見ではない。それゆえ、部分開示により実験の生データが公開されても、被告

が危惧するような《各研究者の自由な発想、創意工夫や研究意欲が不当に妨げられ、

減退する》（答弁書４頁２(２)）恐れはない。 

第２に、本研究プロジェクトは、現時点において完全に終了しており、「研究の公正

かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ」の判断基準である(１) 知的財産権に関

する情報、調査研究の途中段階の問題も(２) 試行錯誤の段階の問題も生じる余地が

ない（詳解「情報公開法」８１頁。東京地方裁判所平成１６年１２月２４日判決参

照）。それゆえ、部分開示により実験の生データが公開されても全く問題がないのみ

ならず、本研究プロジェクトに関するかぎり、仮に全部開示により実験ノートに記

載された研究者のアイデアや意見まで公開されたとしても、《各研究者の自由な発

想、創意工夫や研究意欲が不当に妨げられ、減退する》恐れもない。 

 

                                                 
6「調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ」 
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第８、求釈明 

 本裁判で、原告が取消を求める全部不開示決定の対象である文書の中心となるの

は実験ノートであるが、実験ノートは川田実験ノートと大島実験ノート以外にもあ

る。それが川田氏を中心として進めた本研究プロジェクトの「開発」及び大島氏を

中心として進めた本件プロモーター開発の共同研究者たちが実験を実施するに際し

て作成した実験ノートである。 

 原告はこれらの共同研究者たちの実験ノートを特定する必要がある。よって、被

告は、本研究プロジェクトの「開発」及び本件プロモーター開発の共同研究者の氏

名を明らかにされたい。 

 この点、第一次実験ノート裁判の証人尋問の中で、共同研究者の氏名を聞かれた

川田証人は、「覚えていない」と証言した（甲１６証人川田１０頁７行目・同１８頁

１６～１７行目）。川田氏にとってライフワークともいうべき本研究プロジェクトの

共同研究者が誰だったかを忘れてしまうとは凡そ信じがたいことであるが、百歩譲

って仮にそうだとしても、被告の人事記録を確認すれば一発で判明することであり、

「覚えていない」という弁解は通用しない。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 


